
別添１

総合評価の落札者決定基準（評価項目及び配点）　

各項目の基準日は、別に規定する場合を除き公告日現在とします。

(公告日現在で、実績・資格等その事実が確定していることとします。)

※　技術者要件の評価がある場合、電子入札システム・評価点申請画面で技術者等の氏名を必ず記載すること。

評価点＝ 6 点×（業務成績点－60）／（最高業務成績点－60）

令和4年10月1日から令和8年9月30日まで 令和9年1月1日～令和9年3月31日

令和6年1月1日から令和7年12月31日まで 令和8年4月1日～令和8年6月30日

令和6年4月1日から令和8年3月31日まで 令和8年7月1日～令和8年9月30日

令和6年7月1日から令和8年6月30日まで 令和8年10月1日～令和8年12月31日

令和6年10月1日から令和8年9月30日まで 令和9年1月1日～令和9年3月31日

業務成績点の対象となる過去4か年の期間 公告日

令和4年1月1日から令和7年12月31日まで 令和8年4月1日～令和8年6月30日

　
　
　
　
　
価
 
 
 

格
 
 
 

以
 
 
 

外
 
 
 

の
 
 
 

評
 
 
 

価
 
 
 

点

業務成績 6.0点

［小数点以下第3位四捨五入2位止め］

※２　最高業務成績点は、全入札者中で業務成績点が最高の者の点数とする。

※３　業務成績点が84点以上の場合は、業務成績点及び最高業務成績点を84点として
計算する。（評価点の計算において、84点を上限とする。）

※４　業務成績点が60点の場合及び過去4か年に業務成績評定点がない場合の評価
点は0点、60点未満の場合の評価点はマイナスとする。

※１　業務成績点は、入札者の長野県発注業務の過去2か年に完了した業務のうち業
種ごと評価する評価対象業種が一致する業務成績評定点を単純平均して求める。[小
数点以下第１位四捨五入整数止め]

評価対象業種は建設コンサルタントです。

なお、過去2か年の件数が5件未満の場合は過去4か年とする。[小数点以下第１位四捨
五入整数止め]

令和4年4月1日から令和8年3月31日まで 令和8年7月1日～令和8年9月30日

令和4年7月1日から令和8年6月30日まで 令和8年10月1日～令和8年12月31日

評価項目 配点 評価点の算定方法

価格点 85.0点

価格点＝配点×調査基準価格／入札価格[小数点以下第３位四捨五入２位止め]

ただし、調査基準価格を下回る入札については次の式を用いる。
価格点＝配点×入札価格／調査基準価格[小数点以下第３位四捨五入２位止め]

※１　調査基準価格とは、受注希望型競争入札に係る低入札調査試行要領第６による
低入札価格調査基準価格とする。

※２　入札価格とは、各応札者の入札価格とする

※３　応札額が予定価格（消費税及び地方消費税を除く）を超えた者、低入札調査試行
要領に基づき失格基準価格未満で失格となった者及び受注希望型競争入札実施要領
に基づき無効となった者を除いて計算する。

※５ 長野県建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領別表1－1（粗雑
工事、契約違反）に該当し、第6により通知された入札参加停止期間の最終日が見直し
基準日の3か月以前から3か月遡った間に含まれる場合、業務成績評定点を0点とす
る。

業務成績点の対象となる過去2か年の期間 公告日



【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者予定調書（様式５－７号）。産前産後
休業・育児休業・介護休業に相当する期間を評価対象期間に加えて評価する場合は、
その休業期間を証明する書類。

令和5年1月1日から令和7年12月31日まで 令和8年4月1日～令和8年6月30日

　
　
　
　
　
価
 
 
 

格
 
 
 

以
 
 
 

外
 
 
 

の
 
 
 

評
 
 
 

価
 
 
 

点

継続教育
（CPD）

0.75点

a　建設系CPD協議会に属する団体が認定した継続教育の学習単位が40
単位以上の技術者を配置できる場合

：0.75点

b　上記ａ以外で建設系CPD協議会に属する団体が認定した継続教育の
学習単位が30単位以上の技術者を配置できる場合

：0.5点

※学習履歴証明書は、次の場合に有効とする。
学習履歴証明書は、証明期間が入札公告日の前年度の4月1日から翌3月31日までの1
年間の内にあるもの。

【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者予定調書（様式５－７号）

管
理
技
術
者

実績 2.0点

ａ　過去15年間に急傾斜地崩壊防止施設設計業務の担当実績が5件以上
ある者

：2.0点

ｂ　上記ａ以外で過去15年間に急傾斜地崩壊防止施設設計業務の担当実
績が2件以上ある者

：1.0点

※１　公共機関等（建設実績情報のコリンズ・テクリス登録等に関する規約第３条で定義
された機関）から発注された業務を元請した実績により評価する。
※２　コンサルタント業務にあっては管理技術者（平成23年4月1日から公告日前日の間
に完了）、照査技術者（平成23年4月1日から公告日前日の間に完了）又は担当技術者
（平成21年4月1日以降契約し、平成23年4月1日から公告日前日までに完了）としての、
測量・調査業務にあっては主任技術者（平成23年4月1日から公告日前日の間に完了）、
担当技術者（平成21年4月1日以降契約し、平成23年4月1日から公告日前日までに完
了）としての実績に限る。
※３公告日現在で40歳未満の管理技術者又は主任技術者を配置することを評価する
場合は、担当技術者（補助管理技術者又は補助主任技術者）の実績で評価することが
できるものとする。なお、担当技術者（補助管理技術者又は補助主任技術者）の実績等
で評価できる項目は「実績」、「成績」、「手持ち業務量」、「資格」であるが、各評価項目
の加点申請は担当技術者（補助管理技術者又は補助主任技術者）又は40歳未満の管
理技術者（又は主任技術者）のどちらか一方とし、組み合わせて申請して評価を得るこ
とはできない。（若手試行案件適用事項）
※４　業務成績評定点が60点未満のものは実績として認めない。

【落札候補者資格審査時の提出書類】同種業務実績調書（様式５－５号）

成績 1.0点

ａ　過去3か年に完了した長野県発注の設計業務において、業務成績評
定点が82点以上の実績を2件以上有する技術者、又は委託業務に係る長
野県優良技術者表彰（令和５年度から令和７年度の受賞者を対象）を受
賞した若手技術者（公告日現在で40歳未満に限る）を配置できる場合

：1.0点

令和8年7月1日～令和8年9月30日

令和5年7月1日から令和8年6月30日まで 令和8年10月1日～令和8年12月31日

令和5年10月1日から令和8年9月30日まで 令和9年1月1日～令和9年3月31日

業務成績評定点の対象となる過去3か年の期間 公告日

ｂ　上記ａ以外で過去3か年に完了した長野県発注の設計業務において、
業務成績評定点が82点以上の実績を有する技術者を配置できる場合

：0.75点

ｃ　上記ａ、ｂ以外で過去3か年に完了した長野県発注の設計業務におい
て、業務成績評定点が78点以上の実績を有する技術者を配置できる場合

：0.5点

※１　業務成績評定点は、コンサルタント業務にあっては管理技術者としての、測量・調
査業務にあっては主任技術者としての評定点に限る。
※２　産前産後休業・育児休業・介護休業を取得した技術者を配置する場合は、その休
業に相当する期間を評価対象期間に加えて評価することができる。
※３　公告日現在で40歳未満の管理技術者又は主任技術者を配置することを評価する
場合は、担当技術者（補助管理技術者又は補助主任技術者）が担当した管理技術者と
しての実績等で評価することができるものとする。なお、担当技術者（補助管理技術者
又は補助主任技術者）の実績等で評価できる項目は「実績」、「成績」、「⼿持ち業務
量」、「資格」であるが、各評価項目の加点申請は担当技術者（補助管理技術者又は補
助主任技術者）又は40歳未満の管理技術者（又は主任技術者）のどちらか一方とし、組
合わせて申請して評価を得ることはできない。（若手試行案件適用事項）

令和5年4月1日から令和8年3月31日まで



【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者の手持ち業務量調書（様式5-12号）
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外
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評
 
 
 

価
 
 
 

点

照
査
技
術
者

実績 1.0点

ａ　過去15年間に急傾斜地崩壊防止施設設計業務の担当実績が5件以上
ある者

：1.0点

ｂ　上記ａ以外で過去15年間に急傾斜地崩壊防止施設設計業務の担当実
績が2件以上ある者

：0.5点

※１　公共機関等（建設実績情報のコリンズ・テクリス登録等に関する規約第３条で定義
された機関）から発注された業務を元請した実績により評価する。
※２　コンサルタント業務にあっては管理技術者（平成23年4月1日から公告日前日の間
に完了）、照査技術者（平成23年4月1日から公告日前日の間に完了）又は担当技術者
（平成21年4月1日以降契約し、平成23年4月1日から公告日前日までに完了）としての、
測量・調査業務にあっては主任技術者（平成23年4月1日から公告日前日の間に完了）、
担当技術者（平成21年4月1日以降契約し、平成23年4月1日から公告日前日までに完
了）としての実績に限る。
※３　業務成績評定点が60点未満のものは実績として認めない。

【落札候補者資格審査時の提出書類】同種業務実績調書（様式５－５号）

継続教育
（CPD）

0.5点

建設系CPD協議会に属する団体が認定した継続教育の学習単位が30単
位以上の技術者を配置できる場合

：0.5点

※１　学習履歴証明書は、次の場合に有効とする。
学習履歴証明書は、証明期間が入札公告日の前年度の4月1日から翌3月31日までの1
年間の内にあるもの。

【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者予定調書（様式５－７号）

資格 0.5点

技術士　建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋）の資格を有する技術者が
配置できる場合

：0.5点

手持ち
業務量

-1.0点

ａ　長野県事業の手持ち業務量が6件以上ある管理技術者を配置する場
合

：-1.0点

ｂ　上記ａ以外で長野県事業の手持ち業務量が4件以上ある管理技術者
を配置する場合

：-0.5点

※１　手持ち業務量は、公告日時点で管理技術者は管理技術者としての、主任技術者
は主任技術者（測量業務）として携わっている業務の合計により評価する。
※２　公告日現在で40歳未満の管理技術者又は主任技術者を配置することを評価する
場合は、担当技術者（補助管理技術者又は補助主任技術者）が担当している管理技術
者としての手持ち業務量で評価することができるものとする。なお、担当技術者（補助管
理技術者又は補助主任技術者）の実績等で評価できる項目は「実績」、「成績」、「手持
ち業務量」、「資格」であるが、各評価項目の加点申請は担当技術者（補助管理技術者
又は補助主任技術者）又は40歳未満の管理技術者（又は主任技術者）のどちらか一方
とし、組み合わせて申請して評価を得ることはできない。（若手試行案件適用事項）

※１　資格は、公告日現在で取得していることを要件とする。（登録が必要な資格におい
ては登録が完了していることが必要）
※２　技術者は契約時において配置できることが必要です。
※３　公告日現在で40歳未満の管理技術者又は主任技術者を配置することを評価する
場合は、担当技術者（補助管理技術者又は補助主任技術者）が担当している管理技術
者としての資格で評価することができるものとする。なお、担当技術者（補助管理技術者
又は補助主任技術者）の実績等で評価できる項目は「実績」、「成績」、「手持ち業務
量」、「資格」であるが、各評価項目の加点申請は担当技術者（補助管理技術者又は補
助主任技術者）又は40歳未満の管理技術者（又は主任技術者）のどちらか一方とし、組
み合わせて申請して評価を得ることはできない。（若手試行案件適用事項）

【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者予定調書（様式５－７号）

管
理
技
術
者

若手技術者 0.25点
公告日現在で40歳未満の管理技術者を配置する場合。 ：0.25点

【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者予定調書（様式５－７号）



総合評価点　＝　価格点　＋　価格以外の評価点総合評価点 100点

※　橋梁等点検・診断業務で担当技術者を評価する場合、電子入札システム・評価点申請画面の担当技術者欄に氏名を記
載すること。

0.5点

過去３か年間長野県砂防ボランティア協会に所属し、かつ斜面判定士の
認定を受けている者

：0.5点

※１ 資格は、公告日現在で取得していることを要件とする。（登録が必要な資格におい
ては登録が完了していることが必要）

【落札候補者資格審査時の提出書類】資格者証等の写し及び雇用関係を証する書類

小　　計 15.0点

過去3か年間の期間 公告日

令和4年10月1日から令和7年9月30日 令和7年10月1日～令和8年9月30日

令和5年10月1日から令和8年9月30日 令和8年10月1日～令和9年9月30日

　
　
　
　
　
価
 
 
 

格
 
 
 

以
 
 
 

外
 
 
 

の
 
 
 

評
 
 
 

価
 
 
 

点

地域要件 ：1.0点

社
会
貢
献

災害時
緊急体制

該当年度 公告日

令和7年度 令和7年7月1日～令和8年6月30日

緊急調査・
当番登録等

0.5点

ａ　該当年度の県の災害時緊急調査当番登録「測量及び設計業務」
がある者のうち県からの依頼を受けて緊急調査を行った者又は県若
しくは県内市町村との災害協定に基づく災害活動実績（緊急調査等）
を有する者

令和8年度 令和8年7月1日～令和9年6月30日

【落札候補者資格審査時の提出書類】緊急調査及び災害活動等の実績を証する書類
（災害協定を締結している場合は、その締結を証する書類を含む）

：0.25点

b　上記a以外で該当年度の県の災害時緊急調査当番登録「測量及
び設計業務」がある者、県若しくは県内市町村と災害協定を締結して
いる者又は県若しくは県内市町村との災害協定に基づかない自治体
の要請による災害活動実績（緊急調査等）を有する者

※災害活動実績（緊急調査等）の期間は、「過去５年間」又は「現年度」を対象とする。過
去５年間又は現年度の期間とは、入札公告日の前年度末までの５年間と当該年度の入
札公告日前日までに完了した緊急調査等の業務のことです。

照
査
技
術
者

資格 1.0点

ｂ　上記ａ以外で認定技術管理者　河川、砂防及び海岸・海洋部門又は、
ＲＣＣＭ　河川、砂防及び海岸・海洋部門又は、砂防・急傾斜管理技術者
又は、地すべり防止工事士の資格を有する技術者が配置できる場合

：0.5点

※１　資格は、公告日現在で取得していることを要件とする。（登録が必要な資格におい
ては登録が完了していることが必要）
※２　技術者は契約時において配置できることが必要。

【落札候補者資格審査時の提出書類】配置技術者予定調書（様式５－７号）

ａ　技術士　建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋）の資格を有する技術者
が配置できる場合

：1.0点

：0.5点

1.0点 中信地区内に本店がある者


